
V〇A
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開 曰

2014 年 11 月 13 日 il3.ll.2014) WO 2014/181770 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： (74) 代 理 人 ：特 許 業 務 法 人 光 陽 国 際 特 許 事 務 所
H05B 33/10 (2006.01) H01L 51/50 (2006.01) (KOYO INTERNATIONAL PATENT FIRM); 亍

1000006 東京都 千代 田区有楽町一丁 目 1 番 3 号
(21) 国際出願番号： PCT/JP20 14/062 155 東京宝塚 ビル 1 7 階 Tokyo (JP).
(22) 国際出願 曰： 2014 年 5 月 2 曰（02.05.2014)

(81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保
(25) 国際出願の言語： 日本語 護 が 可 肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
(26) 国際公開の言語： 日本語 CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(30) 優先権データ： FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,

特願 2013-098523 2013 年 5 月 8 曰（08.05.2013) JP IR, IS, JP, KE, KG, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR,
LS, LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,

(71) 出願人：コニカ ミノル タ株式会社 (KONICA MIN- MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,
OLTA, INC.) [JP/JP]; 〒 1007015 東京者 千代 田区丸 PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SA, SC, SD, SE, SG, SK,
の内二丁 目 7 番 2 号 Tokyo (JP). SL, SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA,

UG, US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.
(72) 発明者：上澤 邦明（UEZAWA, Kuniaki); 〒 10070 15

東京都千代田区丸の内二丁 目 7 番 2 号 コニカ (84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保
ミノル タ株式会社内 Tokyo (JP). 有冨 勇治 (AR- 護 が 可 肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,
ITOMI, Yuuji) ；〒 10070 15 東¾ 者 千代 田区丸の 内 MZ, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一ラシ
二丁 目 7 番 2 号 コニ カ ミノル タ株 式会社 内 ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ
Tokyo (JP). (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,

GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,
NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI
(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, KM, ML,
MR, NE, SN, TD, TG).

続 葉有]

(54) Title: METHOD FOR PRODUCING ORGANIC ELECTROLUMINESCENT ELEMENT HAVING LIGHT-EMITTING
PATTERN

(54) 発明の名称 ：発光パター ンを有する有機エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方法

(57) Abstract: The problem addressed by the present inFIG vention i s t o enable the providing o f a method for produ
cing an organic electroluminescent element having a light-
emitting pattern having superior gradation characteristics.
The method for producing an organic electroluminescent
element having a light-emitting pattern formed by means o f
light irradiation o f an organic electroluminescent element
provided with one or more organic functional layers
between at least a pair o f electrodes i s characterized i n that
an image to pattern comprises a highlight section, a shadow
section, and a linear section prepared ahead o f time, the
amount of light irradiation i s altered on the basis o f a tone
reproduction curve having a soft gradation section that i s at
the mghlight section and shadow section and that has a
lower gradient inclination than that o f the linear section,
and thus a light-emitting pattern i s formed having a gradi
ent resulting from a light emission brightness correspond
ing to the amount of light irradiation.

(57) 要約： 本発明の課題は、階調特性の優れた
発光パ ター ンを有す る有機 エ レク トロル ミネ ッ
セ ンス素子 の製造 方法 を提供 す る ことが で き
る。 本発明の発光パター ンを有す る有機 エ レ

log [Y] ク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方法は、少な
くとも一対の電極間に一つ又は複数の有機機能
層 を備 えた有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子
に光照射 して形成す る発光パター ンを有す る有

機エ レク ト口ル ミネ ッセ ンス素子の製造方法であって、パター ン化する画像 について、あ らか じめ作成 し
た、ハイライ ト部 とシャ ドウ部 と直線部 とか らな リ、かつハイライ ト部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の
傾 きよ り低 い軟調な部分 を有す る調子再現曲線 に基づき光照射量 を変化 させて、当該光照射量に対応 した
発光輝度による階調 を有する発光パター ンを形成することを特徴 とする。
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明 細 書

発明の名称 ：

発光パ ターンを有する有機エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、階調特性の優れた発光パターンを有する有機エ レク トロル ミネ

ッセ ンス素子の製造方法に関する。

背景技術

[0002] 現在、薄型の発光材料 として有機発光素子が注目されている。

[0003] 有機材料のエ レク ト口ル ミネ ッセ ンス （E I e c t r o L u m i n e s

c e n c e : E L ) を利用 した有機発光素子 （以下 「有機 E L 素子」ともい

う。）は、数 V 〜数+ V 程度の低電圧で発光が可能な薄膜型の完全固体素子

であ り、高輝度、高発光効率、薄型、軽量 といった多 くの優れた特徴 を有 し

ている。 このため、各種デ ィスプレイのバ ックライ ト、看板や非常灯等の表

示板、照明光源等の面発光体 として近年注目されている。

[0004] このような有機 E L 素子は、 2 枚の電極間に有機材料か らなる発光層が配

置された構成であ り、発光層で生 じた発光光は電極 を透過 して外部に取 り出

される。 このため、 2 枚の電極のうちの少な くとも一方は透明電極 として構

成され、透明電極側か ら発光光が取 り出される。 また、有機 E L 素子は、低

電力で高い輝度を得ることができ、視認性、応答速度、寿命、消費電力の点

で優れている。

[0005] ここで、 このような有機 E L 素子において、ガラス基板上に積層された有

機機能層に対 して紫外線を照射 し、当該照射部分を劣化させることで非発光

領域を形成する発光パター ンを有する有機 E L 素子の製造方法が提供されて

いる （例えば、特許文献 1 及び特許文献 2 参照。）。

[0006] また、有機 E L 素子に紫外線照射 してパター ン化する際、照射光量を変化

させれば、多階調の発光輝度を有する発光パターンを形成が可能である。

[0007] しか しなが ら、連続的に発光輝度が変化する自然画をパター ン化する場合



、元の画像とは異なる階調性を有する画像になることが多 く、連続階調の自

然画をパターン化すると不自然な画像となって しまい、好ましい画像を得る

ことは困難であった。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献 1 ：特許第 2 7 9 3 3 7 3 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 - 2 8 3 3 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 本発明は、上記問題 状況に鑑みてなされたものであり、その解決課題は

、階調特性の優れた発光パターンを有する有機エ レク トロル ミネ ッセンス素

子の製造方法を提供することである。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明者 らは、上記課題を解決すべ く、上記問題の原因等について検討す

る過程において、発光パターンを有する有機エ レク トロル ミネ ッセンス素子

の発光パターンの階調特性が、ハイライ 卜部ゃシャ ドウ部の階調再現の範囲

が狭 く、不自然な画像になっていることを見出し本発明に至った。

[001 1] すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。

[001 2] 1 . 少なくとも一対の電極間に一つ又は複数の有機機能層を備えた有機ェ

レク ト口ルミネッセンス素子に光照射 して形成する発光パターンを有する有

機エレク トロルミネッセンス素子の製造方法であって、

パターン化する画像について、あらか じめ作成 した、ハイライ ト部とシャ ド

ゥ部と直線部とからなり、かつハイライ 卜部とシャ ドウ部とに直線部の階調

の傾きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線に基づき光照射量を変化さ

せて、当該光照射量に対応 した発光輝度による階調を有する発光パターンを

形成することを特徴とする発光パターンを有する有機エレク トロルミネッセ

ンス素子の製造方法。



[001 3] 2 . 前 記調 子再現 曲線の前記直線部 の階調 の傾 きが、 0 . 6 〜 2 . 0 の範

囲内であることを特徴 とする第 1 項 に記載 の発光パ ター ン を有 する有機 エ レ

ク トロル ミネ ッセ ンス 素子の製造方法。

[0014] 3 . 前 記発光パ タ ー ン を有 する有機 エ レク ト口ル ミネ ッセ ンス 素子の最高

発光輝度 と最低輝度 の比 の値 が、 1 0 以上 であることを特徴 とする第 1 項又

は第 2 項 に記載 の発光パ タ ー ン を有 する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス 素子

の製造方法。

[001 5] 4 . 前 記調 子再現 曲線 における前記ハ イライ ト部 の軟調部分が、発光バ タ

— ンを有 する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の最高発光輝度 か ら、発光

輝度 の常用対数 （l o g (発 光輝度））単位で、 少な くとも— 0 . 2 0 の範

囲内であ り、 かつ前記 シャ ドウ部 の軟調部分が、光パ ター ンを有 する有機 ェ

レク トロル ミネ ッセ ンス 素子の最低輝度 か ら、発光輝度 の常用対数 （l o g

(発 光輝度））単位で、 少な くとも + 0 . 2 0 の範 囲内であることを特徴 と

する第 1 項 か ら第 3 項 までのいずれか一項 に記載 の発光パ ター ンを有 する有

機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス 素子光の製造方法。

[001 6] 5 . 前 記光照射 して形成 する発光パ ター ンが、紫外線 を含む光 を照射 して

形成 する発光パ ター ンであることを特徴 とする第 1 項 か ら第 4 項 までのいず

れ か一項 に記載 の有機 ェ レク ト口ル ミネ ッセ ンス 素子の製造方法。

発明の効果

[001 7] 本発 明の上記手段 によ り、階調特性 の優 れた発光パ ター ンを有 する有機 ェ

レク ト口ル ミネ ッセ ンス 素子の製造方法 を提供することがで きる。

[001 8] 本発 明の効果の発現機構 ない し作用機構 については、以下のように推察 し

ている。

[001 9] 有機 E L 素子 に紫外光な どの光 を照射 して発光パ タ ー ン を得 ようと して も

得 られる画像 はネガ像 であ り、ポジ像 に単 に変換 して も光照射 に対する有機

E L 素子の露光時の照度不軌特性及び有機 E L 素子の光応答特性等 によ り、

原画像 の階調特性 に対 して、パ ター ン化 された画像 の階調特性 は、大 き く異

なる。 さ らに、有機 E L 素子の発光特性 の コ ン トラ ス トは一般 には低 いため



、制限されたコ ン トラス トの 中で階調 を再現 させようとすると、特 にハイラ

ィ 卜部 とシャ ドウ部の情報が失われて しまうことが多 く不 自然な階調の画像

が得 られていた。ハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低

い軟調な部分を持たせる製造方法により、ハイライ 卜部 との階調が失われ難

く、階調特性の優れた画像 を得 ることができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図 1] ハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分

を有する調子再現曲線の一例

[ 図2] 有機 E L 素子の概略構成 を示す断面図の一例

発明を実施するための形態

[0021 ] 本発明の発光パ ター ンを有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造

方法は、少な くとも一対の電極間に一つ又は複数の有機機能層を備えた有機

エ レク ト口ル ミネ ッセ ンス素子に光照射 して形成する発光パ ター ンを有する

有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方法であって、パ ター ン化する画

像 について、あ らか じめ作成 した、ハイライ ト部 とシャ ドウ部 と直線部 とか

らな り、かつハイライ 卜部 とシ ャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟

調な部分を有する調子再現曲線に基づき光照射量を変化させて、当該光照射

量に対応 した発光輝度 による階調 を有する発光パ ター ンを形成することを特

徴 とする。 この特徴 は、請求項 1 か ら請求項 5 までの請求項 に係る発明に共

通する技術的特徴である。

[0022] 本発明の実施態様 と しては、本発明の効果発現の観点か ら、前記調子再現

曲線の前記直線部の階調の傾 きが、 0 . 6 〜 2 . 0 の範囲内であることが好

ま しい。 また、前記発光パ ター ンを有する有機 E L 素子の最高発光輝度 と最

低輝度の比の値が、 1 0 以上であることが好ま しい。

[0023] さ らに、本発明においては、調子再現曲線における前記ハイライ ト部の軟

調部分が、発光パ ター ンを有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の最高

発光輝度か ら、発光輝度の常用対数 （l o g (発光輝度））単位で、少な く

とも— 0 . 2 0 の範囲内であ り、かつ前記シャ ドウ部の軟調部分が、発光パ



ターンを有する有機エレク トロルミネッセンス素子の最低輝度から、発光輝

度の常用対数 （l o g (発光輝度））単位で、少なくとも+ 0 . 2 0 の範囲

内であることが好ましい。

[0024] また光照射して形成する発光パターンが、紫外線を含む光を照射して形成

する発光パターンであることが好ましい。

[0025] なお、本発明における、発光輝度はコニカミノルタ社製 2 次元色彩輝度計

C A —2 0 0 0 などを用いることで測定することができ、コンラスト、階調

の傾き （ァともいう。）はその発光輝度から本発明記載の方法で算出できる

[0026] 以下、本発明とその構成要素、及び本発明を実施するための形態 態様に

ついて詳細な説明をする。なお、本願において、 「〜」は、その前後に記載

される数値を下限値及び上限値として含む意味で使用する。

[0027] 《発光パターンを有する有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法》

本発明の発光パターンを有する有機エレク トロルミネッセンス素子の製造

方法は、少なくとも一対の電極間に一つ又は複数の有機機能層を備えた有機

エレク ト口ルミネッセンス素子に光照射して形成する発光パターンを有する

有機エレク トロルミネッセンス素子の製造方法であって、

パターン化する画像について、あらかじめ作成した、ハイライト部とシャド

ゥ部と直線部とからなり、かつハイライ卜部とシャドウ部とに直線部の階調

の傾きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線に基づき光照射量を変化さ

せて、当該光照射量に対応した発光輝度による階調を有する発光パターンを

形成することを特徴とする。

[0028] なお、ここでいう 「パターン」とは、有機エレクト口ルミネッセンス素子

により表示される図案 （図の柄や模様）、文字、画像等をいう。 「パターン

化」とは、これらのパターン表示機能を持たせることをいう。

[0029] 「発光パターン」とは、有機エレク ト口ルミネッセンス素子が発光する際

、所定の図案 （図の柄や模様）、文字、画像等に基づいて、発光面の位置に

より発光強度 （輝度）を変えて光を発光させるためにあらかじめ当該有機ェ



レク ト口ル ミネ ッセ ンス素子に形成 （付与）される所定の図案 （図の柄ゃ模

様）、文字、画像等を表示させる機能を有する発生源 をいう。

[0030] 本発明においては、風景や人物などの自然画だけでな く、中間階調 を有す

るパターンに好ま しく適用することができる。

[0031 ] 《発光パター ン》

発光パター ンの形成は、光照射により行われるが、単に階調特性 を有する

画像 を像用に有機 E L 素子に光照射 して発光パター ンを形成 しても、光が照

射された部分において有機 E L 素子の発光量が減少 し、いわゆるネガ像 （明

暗が反転 した画像）が得 られる。ネガ像 をポジ像 にするため、単に画像の信

号値の明暗を逆転 したものを用いても好ま しい画像は得 られない。

[0032] さ らに、有機 E L 素子に紫外光などの光を照射 して、例えばデジタルカメ

ラで撮影 された画像 をパターン化するとき、光照射に対する有機 E L 素子の

露光時の照度不軌特性、有機 E L 素子の光応答特性、画像が記録 された色空

間の明暗の特性、及び上記 したネガ像の生成等により、単にネガ像 をポジ像

に変換 しても原画像 とパターン化された画像の階調は異なっている。加えて

有機 E L 素子の発光特性のコン トラス 卜は一般 には低いため、制限されたコ

ン トラス 卜の中で階調 を再現 させようとすると、特 にハイライ 卜部 とシャ ド

ゥ部の情報が失われて しまうことが多 く、不 自然な階調の画像が得 られるも

のと推定された。

[0033] このハイライ ト部 とシャ ドウ部 に注 目 し、あ らか じめ作成 したハイライ ト

部 とシ ャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分を有する調子再

現曲線に基づき光照射量を変化させて、当該光照射量に対応 した発光輝度 に

よる階調 を有する発光パターンを形成することで自然な階調の画像が得 られ

ることが分かった。

[0034] (ハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分

を有する調子再現曲線）

撮影 された画像の信号値、例えばデジタル力メラで撮影 された R G B のそ

れぞれ 8 ビッ 卜の画像の信号値か ら、例えば s R G B ( s t a n d a r d



R G B ) 変換されて、ある輝度を有する階調をもったカラ一画像が、 s R G

B モニタ上に再現され、鑑賞することができる。

[0035] ここで画像の信号値とは、画像がデジタルカメラやスキャナ一などで撮影

、記録された色空間におけるR G B値をいう。例えばデジタルカメラ等で用

いられている色空間 （例えば s R G B及びA d o b e R G B ) におけるR

G B値を挙げることができる。

[0036] 本発明では、パターン化 しようとする信号値の持つ明るさと、その信号が

パターン化されて発光する明るさとの関係を調子再現曲線という。明るさの

単位は輝度で表すことが好ましい。具体的には、ある色空間における画像の

信号値から導かれる三刺激値 Y の常用対数 （I o g ( Y ) ) と、パターン化

された有機エレク ト口ルミネッセンス素子の発光輝度の常用対数 （I o g (

発光輝度）、以下 I o g ( L v ) ともいう。）の関係を示す曲線を調子再現

曲線として用いることができる。本発明では、この調子再現曲線が、あらか

じめ作成 した、ハイライ ト部とシャ ドウ部と直線部とからなり、かつハイラ

ィ 卜部とシャ ドウ部とに直線部の階調の傾きより低い軟調な部分を有する調

子再現曲線であり、この調子再現曲線に基づき光照射量を変化させて、当該

光照射量に対応 した発光輝度による階調を有する発光パターンを形成する。

[0037] 三刺激値 Y とはC I E 1 9 3 1 表色系の三刺激値におけるY をいう。

本発明ではこの三刺激値 Y の常用対数をパターンを構成するそれぞれの信号

値の明るさの情報として扱い、発光パターンを有する有機 E L 素子から発光

する発光輝度の常用対数のとの関係で、あらか じめ作成 した、階調特性の優

れた調子再現曲線に基づき、光照射量を変化させて、当該光照射量に対応 し

た発光輝度を制御 して階調特性の優れた画像を得ることができる。

[0038] 調子再現曲線において、ある原画像を構成する信号値から得 られる輝度情

報と、同じ信号値からパターン化されて得 られる輝度情報とが、全ての信号

値に対 して、 4 5 度の傾きをもった直線の場合、原画像とその画像をパター

ン化 した画像とで明暗の情報は再現され同様な見え方をするはずである。 し

か し有機 E L 素子の最高発光輝度と最低輝度の比の値 （コン トラス ト）が、



原画像 に対 して狭いこと、及びパターン化の際の光照射光量に対するラチチ

ユー ド （寛容度）が狭いことなどか ら、階調特性の優れた画像が得 られるわ

けではない。本発明に係るあ らか じめハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部

の階調の傾 きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線に基づきパターン化

することで階調特性の優れた画像 を得 ることができる。

[0039] 次 に、あ らか じめ作成 した、ハイライ ト部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調

の傾 きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線の詳細 を、図を用いて説明

する。

[0040] 図 1 は、本発明に係るあ らか じめ作成 した、ハイライ 卜部 とシャ ドウ部 と

に直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線の一例であ

る。横軸は原画像の色空間の信号値か ら導かれる三刺激値 Y の常用対数 （I

o g ( Y ) ) で、縦軸は発光パターンを有する有機 E L 素子の発光輝度の常

用対数 （l o g ( L v ) ) である。縦軸の発光輝度は原画像の輝度値 と絶対

値が近似する必要はな く、調子再現曲線が縦軸 に対 して平行に移動 していて

もよい。 この場合、明るさは異なるが階調特性 と しては同様な見え方をする

[0041 ] 本発明に係る調子再現曲線はハイライ 卜部 とシャ ドウ部 と直線部 とか らな

り、かつハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟調な

部分を有する。

[0042] ハイライ 卜部の軟調部分が、発光パターンを有する有機エ レク トロル ミネ

ッセンス素子の最高発光輝度か ら、発光輝度の常用対数 （l o g (発光輝度

) ) 単位で、少な くとも— 0 . 2 0 の範囲内であ り、かつシャ ドウ部の軟調

部分が、光パターンを有する有機エ レク トロル ミネッセンス素子の最低輝度

か ら発光輝度の常用対数 （l o g (発光輝度））単位で少な くとも+ 0 . 2

0 の範囲内であることが好ま しい。

[0043] 本発明においてシャ ドウ部は、調子再現曲線において発光パターンを有す

る有機 E L 素子の最低発光輝度か ら、輝度の常用対数、 + 0 . 0 5 と+ 0 .

2 0 の間の領域の階調の傾 きァ5値が、最高発光輝度か ら、輝度の常用対数単



位で、 _ 0 . 2 と最低発光輝度から、輝度の常用対数単位で、+ 0 . 2 の領

域の階調の傾き下 し値 （直線部の階調の傾き）に対 して 8 0 %以下であること

が好ましい。 3 0 〜 7 0 %の範囲内にあることがより好ましい。

[0044] 本発明においてハイライ ト部は、調子再現曲線において発光パターンを有

する有機 E L 素子の最高発光輝度から、輝度の常用対数単位で、 一 0 . 0 5

と—0 . 2 0 との間の領域の階調の傾きァH値が、最高発光輝度から、輝度の

常用対数単位で、 一 0 . 2 と最低輝度から、輝度の常用対数単位で、+ 0 .

2 の領域の階調の傾きァ」直 （直線部の階調の傾き）に対 して 8 0 %以下であ

ることが好ましい。 3 0 〜 7 0 %の範囲内にあることがより好ましい。

[0045] 本発明において調子再現曲線における直線部とは、最高発光輝度から輝度

の常用対数単位で一 0 . 2 と最低発光輝度から、輝度の対数単位で、+ 0 .

2 との間の領域をいう。

[0046] この直線部の階調の傾きァ し値は0 . 6 〜 2 . 0 の範囲内であることが好ま

しい。好ましくは0 . 8 〜 1 . 5 0 の範囲内である。

[0047] またこの領域で調子再現曲線は直線であることが好ましい。直線とは、 こ

の領域の調子再現曲線の階調の傾きの変動が、算術平均値に対 して± 5 0 %

以内であることをいう。具体的にはこの領域において、横軸の対数単位で 0

. 毎に階調の傾きを測定 し、その値が全て直線部の算術平均値に対 して土

5 0 %以内にはいっていることをいう。より好ましくは± 3 0 %以内である

[0048] なお、階調の傾きとは、調子再現曲線における∆ l o g ( L ν ) ∆ I o

g ( Y ) をいう。直線部の階調の傾きとは、調子再現曲線の上記領域におけ

る∆ I o g ( L ν ) ∆ I o g ( Y ) をいう。ここで L ν は、発光パターン

を有する有機 E L 素子の発光輝度を表す。

[0049] 発光パターンを有する有機 E L 素子の発光特性を生かすために、この調子

再現曲線の最高発光輝度の常用対数値と最低輝度の常用対数値は、それぞれ

、有機 E L 素子に適切な電力を印加 した時の最高発光輝度の対数値と最低輝

度の対数値に一致することが好ましい。好ましい最高発光輝度の範囲として



は 1 5 0 〜 5 0 0 0 c d m 2 である。有機 E L 素子のコン トラス トが低 く再

現される範囲が狭いときはハイライ 卜側を優先 して再現させても良い し、あ

る特定の範囲の信号値を、本発明の調子再現曲線の形になるよう信号値を変

換させてもよい。再現された調子再現曲線が、ハイライ ト部 とシャ ドウ部 と

に直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分を有することにより、階調特性の

優れた画像を有する発光パターンを有する有機 E L 素子を得ることができる

[0050] この階調特性は、再現領域が狭 くコン トラス 卜の低い有機 E L 素子の場合

、階調特性の改善効果が顕著であ り、ハイライ ト部 とシャ ドウ部の階調の再

現性が良好である。

[0051 ] 本発明の発光パターンを有する有機エ レク トロル ミネッセンス素子の最高

発光輝度 と最低輝度の比の値 （コン トラス ト）は 1 0 以上であることが好ま

しい。さらに好ま しくは 3 0 〜 1 0 0 0 の範囲内である。

[0052] (画像の信号値の変換）

光照射された画像は、ネガ像になるため、元の画像信号値を本発明に係る

、あ らか じめ作成 したハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きよ

り低い軟調な調部分を有する調子再現曲線 となるよう階調変換 して光照射量

を変化する。 この過程には、有機 E L 素子の露光量に対する非直線性の挙動

、露光に対する照度不軌特性等の特性の補正も含めて行われる。

[0053] 画像の階調変換は L U T (ル ックアップテ一プル）等を用いて、信号値を

直接変換 しても良い し、あ らか じめ作成 したハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに

直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線 となるよう、

画像のマスク （ネガ像）を別途作製 し、透過光量を調節することで、階調を

変換 して しもよい。 この場合、有機 E L 素子にマスクを密着させ一括露光す

ることでパターン化することができる。 この中では、画像の信号値を階調変

換 した後、光照射により発光パターンを有する有機 E L 素子を製造する方法

が好ま しい。 この方法は、パターンの作製時間を短 くできる点で好ま しい。

[0054] 以下、あ らか じめ作成 したハイライ ト部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の



傾 きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線に基づき前記画像の信号値を

階調変換 して光照射量を変化させる方法について述べる。

[0055] 原画像の信号値 と明るさとの関係は、画像が記録された色空間の信号値 と

三刺激値 Y の常用対数 として表すことができる。調子再現曲線では、 この三

刺激値 Y を輝度 として扱い横軸にする。

[0056] 原画像 として画像が撮影されたときに、再現を前提 とした色空間における

信号値を三刺激値 Y に変換することで得ることができる。一般のアマチュア

撮影カメラは、 s R G B の色空間を前提に設計されていることが多い。 この

場合信号値は、 I E C 6 1 9 6 6 - 2 - 1 の規格に従 って画像の信号値を

三刺激値 Y に変換 し、 この常用対数値を用いる。同様に他の色空間について

も画像の信号値を三刺激値 Y に変換 し、 この常用対数値を用いることで画像

の明るさを輝度 として扱 うことができる。

[0057] 例 えば、 s R G B 色空間に対する、 L U T による画像の信号値の変換の手

順は以下のとおりである。

[0058] ( 1 ) 有機 E L 素子に対する照射相対光量 と発光輝度の関係を求める。

[0059] まず、一定条件における有機 E L 素子に対する照射相対光量 と、光照射に

より発光が阻害された有機 E L 素子の発光特性の関係を得る。 ここで照射相

対光量 とは照射光量 （W c m 2 ) と照射時間 （秒）の積の 」 （ジュール）で

表すことができる。すなわち有機 E L 素子の特性 として照射相対光量 と、そ

の光照射により発光が阻害された有機 E L 素子の発光量 （発光輝度）の関係

を求める。具体的には、紫外線を光学 くさび （以下ゥエッジともいう。）を

介 し透過光量を変えて、有機 E L 素子に光照射 し、個々の透過光量に対 して

有機 E L 素子の発光量を対応付けることで、 この関係を求めることができる

[0060] ( 2 ) 画像信号値 と照射相対光量の関係を求める。

[0061 ] 次 に、画像の信号値を、上記 した信号値を三刺激値 Y に変換 し、あ らか じ

め作成 したハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟調

な部分を有する調子再現曲線の発光輝度 となる照射相対光量を求める。具体



的には、ある色空間における信号値 A から導かれる I o g ( Y A ) を求める。

次に、あらか じめ作成 したハイライ 卜部とシャ ドウ部とに直線部の階調の傾

きより低い軟調な部分を有する調子再現曲線に基づき、パターン化されたと

きその信号値が発光すべき輝度値 L v Aを求める。

[0062] ( 3 ) 画像信号値と発光輝度の関係より変換テ一プル （L U T ) を求める

[0063] 次に （1 ) で求めたように照射相対光量と発光輝度は 1対 1対応するので

、 （1 ) で求めた有機 E L 素子に対する照射相対光量と発光輝度の関係を検

量線として用い、 （2 ) で求めた L v Aを与える三刺激値 Y ' を求め、さらに

この γ ' を与える信号値を色空間における信号値と l o g ( Y ) の関係から

求める。このようにして、もとの画像の信号値と調子再現曲線に基づく出力

画像の信号値の対応関係を全てのデータについて行い、変換テ一プル （L U

T ) を得ることができる。

[0064] 本発明では一定光照射条件において、照射相対光量と発光輝度は 1対 1対

応することに基づきL U T を求める。このとき三刺激値 Y が 1 0 0 ( l o g

Y = 2 ) のとき有機 E L 素子の発光量が最大となるように設定することが好

ましい。

[0065] 次に得 られた L U Τ で元画像データを変換 し、変換された画像データX '

、丫' 、 Z ' が得 られ、 I E C 6 1 9 6 6 _ 2 _ 1 の規格に従って画像の

信号値X ' 、丫' 、 Z ' をR ' 、 G ' 、 B ' の信号値に逆変換 し、階調変換

された出力用画像データを得ることができる。

[0066] < 有機エレク ト口ルミネッセンス素子の構成>

本発明に係る有機 E L 素子は、少なくとも一対の電極間に一つ又は複数の

有機機能層を備えている。本発明における有機機能層とは、有機化合物を含

有する層をいう。例えば、正孔注入層、正孔輸送層、発光層 （青色発光層、

緑色発光層、赤色発光層を含む）電子輸送層、電子注入層を挙げることがで

きる。有機機能層は発光層を含むことが好ましい。

[0067] 本発明に係る有機 E L 素子は、種々の構成を採 り得るが、一例を図 2 に示



す。

[0068] 図 2 に示すとおり、本発明に係る有機 E L 素子 1 0 は、基板 1 3 上に設け

られており、基板 1 3 側から順に、第一電極 （透明電極） 1、有機材料等を

用いて構成された有機機能層 3 、及び第二電極 （対向電極） 5 a をこの順に

積層 して構成されている。第一電極 1 (電極層 1 b ) の端部には、取 り出し

電極 1 6 が設けられている。第一電極 1 と外部電源 （図示略）とは、取 り出

し電極 1 6 を介 して、電気的に接続される。有機 E L 素子 1 0 は、発生させ

た光 （発光光 h ) を、少なくとも基板 1 3 側から取 り出すように構成されて

いる。

[0069] また、有機 E L 素子 1 0 の層構造が限定されることはなく、一般的な層構

造であって良い。ここでは、第一電極 1 がアノー ド （すなわち陽極）として

機能 し、第二電極 5 a が力ソー ド （すなわち陰極）として機能することとす

る。この場合、例えば、有機機能層 3 は、アノー ドである第一電極 1側から

順に正孔注入層 3 a 正孔輸送層 3 b / 発光層 3 c / 電子輸送層 3 d / 電子

注入層 3 e を積層 した構成が例示されるが、このうち、少なくとも有機材料

を用いて構成された発光層 3 c を有することが必須である。正孔注入層 3 a

及び正孔輸送層 3 b は、正孔輸送注入層として設けられても良い。電子輸送

層 3 d 及び電子注入層 3 e は、電子輸送注入層として設けられても良い。ま

た、これらの有機機能層 3 のうち、例えば、電子注入層 3 e は無機材料で構

成されている場合もある。

[0070] また、有機機能層 3 は、これらの層の他にも正孔阻止層や電子阻止層等が

必要に応 じて必要箇所に積層されていても良い。さらに、発光層 3 c は、各

波長領域の発光光を発生させる各色発光層を有 し、これらの各色発光層を、

非発光性の中間層を介 して積層させた構造としても良い。中間層は、正孔阻

止層、電子阻止層として機能 しても良い。さらに、力ソー ドである第二電極

5 a も、必要に応 じた積層構造であっても良い。このような構成において、

第一電極 1 と第二電極 5 a とで有機機能層 3 が挟持された部分のみが、有機

E L 素子 1 0 における発光領域となる。



[0071 ] また、以上のような層構成においては、第一電極 1 の低抵抗化を図ること

を目的とし、第一電極 1 の電極層 1 b に接 して補助電極 1 5 が設けられてい

ても良い。

[0072] 以上のような構成の有機 E L 素子 1 0 は、有機材料等を用いて構成された

有機機能層 3 の劣化を防止することを目的として、基板 1 3 上において後述

する封止材 1 7 で封止されている。 この封止材 1 7 は、接着剤 1 9 を介 して

基板 1 3 側 に固定されている。ただ し、第一電極 1 (取 り出 し電極 1 6 ) 及

び第二電極 5 a の端子部分は、基板 1 3 上において有機機能層 3 によって互

いに絶縁性を保 つた状態で封止材 1 7 か ら露出させた状態で設けられている

こととする。

[0073] 《有機 E L 素子の製造方法》

ここでは、一例 として、図 1 に示す有機 E L 素子 1 0 の製造方法を説明す

る。

[0074] ( 1 ) 積層工程

本発明に係る有機 E L 素子の製造方法では、基板 1 3 上に、第一電極 1、

有機機能層 3 及び第二電極 5 a を積層 して形成する工程 （積層工程）を行 う

[0075] まず、基板 1 3 を準備 し、基板 1 3 上に、例えば、窒素原子を含んだ含窒

素化合物か らなる下地層 1 a を、 1 m 以下、好ま しくは 1 0 〜 1 0 0 n m

の範囲内の層厚になるように蒸着法等の適宜の方法により形成する。

[0076] 次 に、銀 （又は銀を主成分 とする合金）か らなる電極層 1 b を、 1 2 n m

以下、好ま しくは 4 〜 9 n mの層厚になるように、蒸着法等の適宜の方法に

より下地層 1 a 上に形成 し、アノー ドとなる第一電極 1 を作製する。同時に

、第一電極 1端部に、外部電源 と接続される取 り出 し電極 1 6 を蒸着法等の

適宜の方法に形成する。

[0077] 次 に、 この上に、正孔注入層 3 a 、正孔輸送層 3 b 、発光層 3 c 、電子輸

送層 3 d 、電子注入層 3 e の順に積層 し、有機機能層 3 を形成する。

[0078] これ らの各層の形成は、ス ピンコ一 卜法、キャス ト法、インクジェッ ト法



、蒸着法、印刷法等があるが、均質な層が得 られ易 く、かつ、 ピンホールが

生成 しにくい等の点から、真空蒸着法又はスピンコ一 卜法が特に好ましい。

更に、層ごとに異なる形成法を適用 しても良い。 これらの各層の形成に蒸着

法を採用する場合、その蒸着条件は使用する化合物の種類等により異なるが

、一般にボ一 卜加熱温度 5 0 〜 4 5 0 °C、真空度 1 X 1 0 - 6 〜 1 X 1 0 - 2 P

a 、蒸着速度 0 . 0 1 〜 5 0 n m 秒、基板温度— 5 0 〜 3 0 0 °C、層厚 0

. 1 〜 5 m の範囲内で、各条件を適宜選択することが望ましい。

[0079] 以上のように して有機機能層 3 を形成 した後、 この上部に力ソー ドとなる

第二電極 5 a を、蒸着法ゃスパ ッタ法などの適宜の形成法によって形成する

。 この際、第二電極 5 a は、有機機能層 3 によって第一電極 1 に対 して絶縁

状態を保ちつつ、有機機能層 3 の上方から樹脂基板 1 3 の周縁に端子部分を

引き出 した形状にパターン形成する。

[0080] ( 2 ) 封止工程

積層工程の後には、有機機能層 3 を封止する工程 （封止工程）を行う。

[0081 ] すなわち、第一電極 1 (取 り出 し電極 1 6 ) 及び第二電極 5 a の端子部分

を露出させた状態で、樹脂基板 1 3 上に、少な くとも有機機能層 3 を覆 う封

止材 1 7 を設ける。

[0082] ( 3 ) 光照射工程

有機エ レク ト口ルミネッセンス素子は、あらか じめ作成 した、ハイライ ト部

とシャ ドウ部 とに直線部の階調の傾 きより低い軟調な部分を有する調子再現

曲線に基づき光照射量が変化され、光照射される （光照射工程）。光照射す

ることにより有機機能層 3 の発光機能を変調させて、発光パターンを有する

有機 E L 素子 1 0 を製造することができる。光照射工程において、その光照

射方法は、有機機能層 3 の所定パターン領域に所定の光照射することで当該

照射部分を輝度が変化 した発光領域 とすることができれば、いずれの方法で

あっても良 く、特定の方法に限定されるものではない。

[0083] 光照射工程において照射される光は、紫外線、可視光又は赤外線を更に含

有 していても良いが、紫外線を含むことが好ましい。



[0084] ここで、本発明において、紫外線とは、その波長がX 線よりも長 く、可視

光の最短波長より短い電磁波をいい、具体的には波長が、 1〜4 0 0 n mの

ものである。

[0085] 紫外線の発生手段及び照射手段は、従来公知の装置等により紫外線を発生

させ、かつ、照射すれば良く、特に限定されない。具体的な光源としては、

高圧水銀ランプ、低圧水銀ランプ、水素 （重水素）ランプ、希ガス （キセノ

ン、アルゴン、ヘ リウム、ネオンなど）放電ランプ、窒素 レーザ一、エキシ

マレ一ザ一 （X e C I ，X e F , K r F ，K r C I など）、水素 レーザ一、

ハロゲンレーザ一、各種可視 （L D ) —赤外レーザ一の高調波 （Y A G レ一

ザ一のT H G ( T h i r d H a r m o n i c G e n e r a t i o n ) 光

など）、ライ 卜ェミツティングダイオー ド （L E D ) 等が挙げられる。

[0086] このような光照射工程は、封止工程の後に行われることが好ましい。

[0087] ここで、第二電極 5 a が透光性を有 していない場合、光の照射は、基板 1

3 の光取 り出し面 1 3 a 側から行う。この場合、基板 1 3 を介 して有機機能

層 3 に光を照射することになるため、基板 1 3 が照射光をある程度吸収する

点を考慮 して、光照射時間を十分に確保する必要がある。また、封止工程後

に光照射工程を行うため、封止後の素子を大気中 （開放系）に曝すことが可

能であり、光照射工程をチャンバ内等の閉鎖系で行う必要がない。このため

、低コス トかつ簡易な製造工程で、発光パターンを有する有機 E L 素子を製

造することができる。

[0088] なお、光照射工程は、封止工程の前に行うものであっても良く、積層工程

において有機機能層 3 を形成 した後であって第二電極 5 a を形成する前に行

われるものであっても良い。この場合には、基板 1 3 側から光を照射 しても

良いし、有機機能層 3 側から光を照射 しても良い。

[0089] また、光照射工程において、光強度又は照射時間等を調整 して、光照射量

を変化させることにより、当該光照射量に応 じて光照射部分の発光輝度を変

化させることが可能である。光照射量が多いほど発光輝度は減衰 し、光照射

量が少ないほど発光輝度の減衰率は小さい。 したがって、光照射量が 0 、す



なわち、光未照射の場合には、発光輝度は最大である。

[0090] これにより、製造される有機 E L 素子において、発光輝度の強弱を付ける

ことが可能であ り、駆動電流の増減によつても強弱を変化させることが可能

である。 また、輝度の減衰 に伴い駆動電圧が高電圧化するが、 この輝度 —電

圧特性は経時的に安定 している。よって、発光時に発光領域に発光輝度の強

弱が現れる有機 E L 素子を製造することが可能である。

[0091 ] 以上により、所望の発光パターンを有する有機 E L 素子を製造することが

できる。 このような有機 E L 素子 1 0 の製造においては、 1 回の真空引きで

—貫 して有機機能層 3 か ら第二電極 5 a まで作製するのが好ま しいが、途中

で真空雰囲気か ら基板 1 3 を取 り出 して異なる形成法を施 しても構わない。

その際、作業を乾燥不活性ガス雰囲気下で行 う等の配慮が必要 となる。

[0092] このように して得 られた有機 E L 素子 1 0 に直流電圧を印加する場合には

、アノー ドである第一電極 1 を十の極性 とし、力ソー ドである第二電極 5 a

を—の極性 として、電圧 2 〜 4 O V 程度を印加すると発光が観測できる。 ま

た、交流電圧を印加 しても良い。なお、印加する交流の波形は任意で良い。

[0093] 以下、上述 した有機 E L 素子 1 0 を構成するための主要各層の詳細 とその

製造方法について説明する。

[0094] < 基板>

基板 1 3 は基本的に、支持体 としての基材 と、屈折率が 1 . 4 以上 1 . 7

以下の 1 層以上のバ リァ層 とで、構成されていることが好ま しい。

[0095] ( 1 ) 基材

本発明に係る基材は、従来公知の基材を特に制限な く使用できる。本発明

で好ま しく用いられる基材は、有機 E L 素子に必要な耐湿性 / 耐気体透過性

等のガスバ リァ性能を有することが好ま しい。

[0096] 本発明において、有機 E L 素子 1 0 の基板 1 3 側が発光面 となる場合には

、基材には可視光に対 して透光性を有する材料が用いられる。 この場合、そ

の波長 5 5 0 n mでの光透過率は、 7 0 %以上であることが好ま しく、 7 5

%以上であることがより好ま しく、 8 0 %以上であることが更に好ま しい。



[0097] また、基材は可撓性を有するのが好ましい。ここでいう 「可撓性」とは、

ø (直径） 5 0 m m ロールに巻き付け、一定の張力で巻取る前後で割れ等が

生 じることのない基材をいい、より好ましくは 3 O m mロールに巻き付け

可能な基材をいう。

[0098] 本発明において、基材は、従来公知の基材であり、例えば、無アルカ リガ

ラス、ソーダガラス、樹脂基材としてはアクリル酸エステル、メタクリル酸

エステル、 P M M A 等のアクリル樹脂、ポ リエチレンテレフタレ一 卜 （P E

T ) 、ポ リプチレンテレフタレ一 卜、ポ リエチレンナフタレ一 卜 （P E N )

、ポ リ力一ボネ一 卜 （P C ) 、ポ リアリレー 卜、ポ リ塩化ビニル （P V C )

、ポ リエチレン （P E ) 、ポ リプロピレン （P P ) 、ポ リスチレン （P S )

、ナイロン （N y ) 、芳香族ポ リアミ ド、ポ リエ一テルエ一テルケ トン、ポ

リスルホ ン、ポ リェ一テルスルホネ一 卜、ポ リイミ ド、ポ リェ一テルイミ ド

、ポ リオレフイン、エポキシ樹脂等の各樹脂フイルムが挙げられ、更に、シ

クロォレフィン系ゃセルロースエステル系のものも用いることができる。ま

た、有機無機ハイプリッド構造を有するシルセスキォキサ ンを基本骨格とし

た耐熱透明フイルム （製品名S i I a _ D E C、チッソ株式会社製）、更に

は前記樹脂材料を2 層以上積層 して成る樹脂フィル厶等を挙げることができ

る。

[0099] コス トや入手容易性の観点から、無アルカリガラス、ソーダガラス、 P E

丁、 P E P C、アクリル樹脂等が好ましく用いられる。

[01 00] 樹脂基材の場合は透明性、耐熱性、取 り扱いやすさ、強度及びコス トの点

から、二軸延伸ポ リエチレンテレフタレ一 卜フイルム、二軸延伸ポ リェチレ

ンナフタレ一 卜フイルムが好ましい。

[01 0 1 ] 更に熱膨張時の収縮を最大限抑えるため、熱ァ二一ル等の処理を行った低

熱収処理品が最も好ましい。

[01 02] 基材の厚さは 1 0 〜 5 O O mが好ましく、より好ましくは 2 0 〜 2 5 0

mであり、さらに好ましくは3 0 〜 1 5 0 m である。基材の厚さが 1 0

〜 5 0 0 m の範囲にあることで、安定 したガスバ リア性を得 られ、また、



ロール . ト ウ ロール方式の搬送 に適 したものになる。

[01 03] ( 2 ) バ リア層

( 2 . 1 ) 特性及び形成方法

本発明において、基板 1 3 の基材 には、屈折率が 1 . 4 以上 1 . 7 以 内の

1 層以上のバ リア層 （低屈折率層）が設 け られていても良い。 このようなバ

リア層 と しては、公知の素材 を特 に制限な く使用で き、無機物又は有機物か

らなる被膜や、 これ らの被膜 を組み合わせたハイプ リッ ド被膜であ っても良

し、。 バ リア層は、 J I S — K — 7 1 2 9 — 1 9 9 2 に準拠 した方法で測定さ

れた、水蒸気透過度 （2 5 ± 0 . 5 °C、相対湿度 9 0 ± 2 % R H ) が 0 . 0

1 g ( m 2 2 4 時間）以下のバ リア性 フ イル ム （バ リア膜等 ともいう）で

あることが好 ま しく、 また、 J I S — K — 7 1 2 6 — 1 9 8 7 に準拠 した方

法で測定された酸素透過度が 1 X 1 0 - 3 m I ( m 2 2 4 時間 . a t m ) 以

下、水蒸気透過度が 1 X 1 0 - 5 g ( m 2 2 4 時間）以下の高バ リア性 フィ

ル厶であることがよ り好 ま しい。

[ 0 104] このようなバ リア層 を形成する材料 と しては、水分や酸素等素子の劣化 を

もた らすものの浸入を抑制する機能 を有する材料であれば良 く、例 えば、酸

化ケィ素、二酸化ケイ素、窒化ケィ素等 を用いることがで きる。更に、 当該

バ リア層の脆弱性 を改良するため、 これ ら無機層 に、応力緩和層 と して有機

材料か らなる層 （有機層）を積層する構造 と しても良い。無機層 と有機層の

積層順 については特 に制限はないが、両者 を交互 に複数回積層 させ ることが

好 ま しい。

[01 05] バ リア層の形成方法 については特 に限定はな く、例 えば、真空蒸着法、ス

パ ッタ リング法、反応性スパ ッタ リング法、分子線エ ピタキシー法、 クラス

タ一イオ ンビ一厶法、 イオ ンプ レーテ ィング法、 プラズマ重合法、大気圧 プ

ラズマ重合法、 プラズマ C V D 法、 レーザ一 C V D 法、熱 C V D 法、 コ一テ

ィング法等 を用いることがで きるが、特開 2 0 0 4 _ 6 8 1 4 3 号公報 に記

載の大気圧 プラズマ重合法 によるものが特 に好 ま しい。

[01 06] ( 2 . 2 ) 無機前駆体化合物



また、バ リア層は、基材上 に、少な くとも 1 層の無機前駆体化合物 を含有

する塗布液が塗布 されることによ り形成 されるものであ っても良い。

[01 07] 塗布方法 と しては、任意の適切な方法が採用され得 る。

[01 08] 具体例 と しては、 口一ル コ一 卜法、 フローコ一 卜法、 インクジェッ ト法、

スプ レーコ一 卜法、 プ リン ト法、デ ィップコ一 卜法、流延成膜法、バー コ一

卜法、 グラ ビア印刷法等が挙 げ られる。

[01 09] 塗布厚 さは、 目的に応 じて適切 に設定され得 る。例 えば、塗布厚 さは、乾

燥後の層厚が好 ま しくは 0 . 0 0 1 〜 1 0 m 程度、 さ らに好 ま しくは 0 .

0 1 〜 1 O m 程度、最 も好 ま しくは 0 . 0 3 〜 1 m 程度 となるように設

定され得 る。

[01 10 ] 本発明に用い られる無機前駆体化合物 とは、特定の雰囲気下で真空紫外線

照射 によって金属酸化物や金属窒化物や金属酸化窒化物 を形成 しうる化合物

であれば特 に限定されないが、本発明の製造方法 に適する化合物 と しては、

特開平 8 — 1 1 2 8 7 9 号公報 に記載 されているように比較的低温で改質処

理 され得 る化合物が好 ま しい。

[01 11] 具体的には、 S i - 0 - S i 結合 を有するポ リシロキサ ン （ポ リシルセス

キォキサ ンを含む）、 S i _ N _ S i 結合 を有するポ リシラザ ン、 S i _ 〇

- S i 結合 と S i - N - S i 結合の両方 を含むポ リシ口キサザ ン等 を上 げる

ことがで きる。 これ らは 2 種以上 を混合 して使用することがで きる。 また、

異なる化合物 を逐次積層 した り、 同時積層 した りしても使用可能である。

[01 12 ] < 第一電極 （透明電極）>

第一電極 は、通常有機 E L 素子に使用可能な全ての電極 を使用することが

で きる。具体的には、 アル ミニウム、銀、マグネシウム、 リチウム、マグネ

シゥ厶/ 同混合物、マグネシウム/ 銀混合物、マグネシウム/ アル ミニウム

混合物、マグネシウム/ インジウム混合物、 インジウム、 リチウム/ アル ミ

ニゥ厶混合物、希土類金属、 I T 〇、 Z n 〇、 T i 〇 2、 S n 〇 2等の酸化物

半導体等が挙 げ られる。

[01 13 ] 本発明においては、第一電極 が透明電極 であることが好 ま しく、更には透



明金属電極 であることが好 ま しい。

[01 14] 例 えば、図 2 に示す とお り、第一電極 1 は、基板 1 3 側か ら、下地層 1 a

と、 この上部 に成膜 された電極層 1 b とを順 に積層 した 2 層構造である。 こ

の うち、電極層 1 b は、例 えば、銀又は銀 を主成分 とする合金 を用いて構成

された層であ り、下地層 1 a は、例 えば、窒素原子を含んだ化合物 を用いて

構成 された層である。

[01 15 ] なお、第一電極 1 の透明 とは、波長 5 5 0 n m での光透過率が 5 0 % 以上

であることをいう。 また、電極層 1 b において主成分 とは、電極層 1 b 中の

含有量が 9 8 質量％以上であることをいう。

[01 16 ] ( 1 ) 下地層

下地層 1 a は、電極層 1 b の基板 1 3 側 に設 け られる層である。下地層 1

a を構成する材料 と しては、特 に限定されるものではな く、銀又は銀 を主成

分 とする合金か らなる電極層 1 b の成膜 に際 し、銀の凝集 を抑制で きるもの

であれば良 く、例 えば、窒素原子を含んだ含窒素化合物等が挙 げ られる。

[01 17 ] 下地層 1 a の厚 さは、 1 m 以下 とすることがで きる。好 ま しくは、 1 0

〜 1 0 0 n m の範囲内の層厚である。

[01 18 ] 下地層 1 a の成膜方法 と しては、塗布法、 インクジェッ ト法、 コ一テ ィン

グ法、デ ィップ法な どのウエッ トプロセスを用いる方法や、蒸着法 （抵抗加

熱、 E B 法な ど）、スパ ッタ法、 C V D 法等の ドライプロセスを用いる方法

等が挙 げ られる。 中でも、蒸着法が好 ま しく適用される。

[01 19 ] 下地層 1 a を構成する窒素原子を含んだ化合物 と しては、分子内に窒素原

子を含んでいる化合物であれば特 に限定されないが、窒素原子をへテ ロ原子

と した複素環 を有する化合物であることが好 ま しい。窒素原子をへテ ロ原子

と した複素環 と しては、 アジ リジン、 アジ リン、 ァゼチジン、 ァゼ 卜、 ァゾ

リジン、 ァゾ一ル、 アジナン、 ピリジン、 ァゼパ ン、 ァゼ ピン、 イミダゾ一

ル、 ピラゾ一ル、ォキサ ゾ一ル、チアゾ一ル、 イミダゾ リン、 ピラジン、 モ

ル ホ リン、 チ ア ジ ン、 イ ン ド一ル 、 イ ソイ ン ド一ル 、 ベ ン ゾイ ミダゾ一ル 、

プ リン、 キノ リン、 イソキノ リン、 キノキサ リン、 シンノ リン、 プテ リジン



、 ァク リジン、 カルバ ゾ一ル、ベ ンゾ一 C —シンノ リン、ポル フィリン、 ク

口 リン、 コ リン等が挙 げ られる。

[01 20] ( 2 ) 電極層

電極層 1 b は、銀又は銀 を主成分 と した合金 を用いて構成 された層であ つ

て、下地層 1 a 上 に成膜 された層である。

[01 2 1 ] このような電極層 1 b の成膜方法 と しては、塗布法、 インクジェッ ト法、

コーテ ィング法、デ ィップ法等のウエッ トプロセスを用いる方法や、蒸着法

(抵抗加熱、 E B 法な ど）、スパ ッタ法、 C V D 法等の ドライプロセスを用

いる方法等が挙 げ られる。 中でも、蒸着法が好 ま しく適用される。

[01 22] また、電極層 1 b は、下地層 1 a 上 に成膜 されることによ り、電極層 1 b

成膜後の高温 ァニ一ル処理等がな くても十分 に導電性 を有することを特徴 と

するが、必要 に応 じて、成膜後 に高温 ァニール処理等 を行 ったものであ って

も良い。

[01 23] 電極層 1 b を構成する銀 （A g ) を主成分 とする合金 と しては、例 えば、

銀マグネシウム （A g M g ) 、銀銅 （A g C u ) 、銀パ ラジウム （A g P d

) 、銀パ ラジウム銅 （A g P d C u ) 、銀 インジウム （A g I n ) 等 が挙 げ

られる。

[01 24] 以上のような電極層 1 b は、銀又は銀 を主成分 と した合金の層が、必要 に

応 じて複数の層 に分 けて積層 された構成であ っても良い。

[01 25] さ らに、 この電極層 1 b は、層厚が 1 2 n m以下であることが好 ま しく、

4 〜 9 n m の範囲内にあることがよ り好 ま しい。層厚が 9 n m よ り薄い場合

には、層の吸収成分又は反射成分が少な く、第一電極 1 の透過率が大 きくな

る。 また、層厚が 4 n m よ り厚 い場合 には、層の導電性 を十分 に確保するこ

とがで きる。

[01 26] なお、以上のような下地層 1 a とこの上部 に成膜 された電極層 1 b とか ら

なる積層構造の第一電極 1 は、電極層 1 b の上部が保護膜で覆われていた り

、別の電極層が積層 されていた りしても良い。 この場合、第一電極 1 の光透

過性 を損な うことのないように、保護膜及び別の電極層が光透過性 を有する



ことが好 ま しい。

[01 27] ( 3 ) 第一電極 （透明電極）の効果

以上のような構成の第一電極 1 は、例 えば、窒素原子を含んだ化合物 を用

いて構成 された下地層 1 a 上 に、銀又は銀 を主成分 とする合金か らなる電極

層 1 b を設 けた構成である。 これによ り、下地層 1 a の上部 に電極層 1 b を

成膜する際には、電極層 1 b を構成する銀原子が下地層 1 a を構成する窒素

原子を含んだ化合物 と相互作用 し、銀原子の下地層 1 a 表面 においての拡散

距離が減少 し、銀の凝集が抑 え られる。

[01 28] ここで、一般的に銀 を主成分 と した電極層 1 b の成膜 においては、核成長

型 （V o I u m e r - W e b e r : V W 型）で薄膜成長するため、銀粒子が

島状 に孤立 しやす く、層厚が薄いときは導電性 を得 ることが困難であ り、 シ

— 卜抵抗値が高 くなる。 したが って、導電性 を確保するには層厚 を厚 くする

必要があるが、層厚 を厚 くすると光透過率が下がるため、第一電極 と しては

不一であ った。

[01 29] しか しなが ら、第一電極 1 によれば、上述 したように下地層 1 a 上 におい

て銀の凝集が抑 え られるため、銀又は銀 を主成分 とする合金か らなる電極層

1 b の成膜 においては、単層成長型 （F r a n k _ V a n d e r M e r

w e ：F M 型）で薄膜成長するようになる。

[01 30] また、 ここで、第一電極 1 の透明 とは、波長 5 5 0 n m での光透過率が 5

0 % 以上であることをいうが、下地層 1 a と して用い られる上述 した各材料

は、銀又は銀 を主成分 とする合金か らなる電極層 1 b と比較 して十分 に光透

過性の良好な膜である。一方、第一電極 1 の導電性 は、主に、電極層 1 b に

よって確保 される。 したが って、上述のように、銀又は銀 を主成分 とする合

金か らなる電極層 1 b が、 よ り薄い層厚で導電性が確保 されたもの となるこ

とによ り、第一電極 1 の導電性の向上 と光透過性の向上 との両立 を図ること

が可能 になるのである。

[01 3 1 ] < 有機機能層 >

( ) 発光層



有機機能層 3 には少なくとも発光層 3 c が含まれる。

[01 32] 本発明に用いられる発光層 3 c には、発光材料としてリン光発光化合物が

含有されていることが好ましい。なお、発光材料として、蛍光材料が使用さ

れても良いし、 リン光発光化合物と蛍光材料とを併用 しても良い。

[01 33] この発光層 3 c は、電極又は電子輸送層 3 d から注入された電子と、正孔

輸送層 3 b から注入された正孔とが再結合 して発光する層であり、発光する

部分は発光層 3 c の層内であっても発光層 3 c と隣接する層との界面であつ

ても良い。

[01 34] このような発光層 3 c としては、含まれる発光材料が発光要件を満た して

いれば、その構成には特に制限はない。また、同一の発光スぺク トルや発光

極大波長を有する層が複数層あっても良い。この場合、各発光層 3 c 間には

、非発光性の中間層 （図示略）を有 していることが好ましい。

[01 35] 発光層 3 c の層厚の総和は 1 〜 1 0 0 n mの範囲内にあることが好ましく

、より低い駆動電圧を得ることができることから 1 〜 3 0 n mの範囲内であ

ることがより好ましい。

[01 36] なお、発光層 3 c の層厚の総和とは、発光層 3 c 間に非発光性の中間層が

存在する場合には、当該中間層も含む層厚である。

[01 37] 複数層を積層 した構成の発光層 3 c の場合、個々の発光層の層厚としては

、 1 〜 5 0 n mの範囲内に調整することが好ましく、更に、 1 〜 2 0 n mの

範囲内に調整することがより好ましい。積層された複数の発光層が、青、緑

、赤のそれぞれの発光色に対応する場合、青、緑、赤の各発光層の層厚の関

係については、特に制限はない。

[01 38] 以上のような発光層 3 c は、公知の発光材料やホス ト化合物を、例えば、

真空蒸着法、スピンコ一 卜法、キャス ト法、 L B法、インクジェット法等の

公知の薄膜形成方法により成膜 して形成することができる。

[01 39] また、発光層 3 c は、複数の発光材料を混合 しても良い。

[0140] 発光層 3 c の構成として、ホス ト化合物 （発光ホス ト等ともいう）、発光

材料 （発光 ドーパン トともいう）を含有 し、発光材料より発光させることが



好ま しい。

[0141 ] ( 2 ) 注入層 （正孔注入層、電子注入層）

注入層 とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極 と発光層 3 c の間

に設けられる層のことで、 「有機 E L 素子 とその工業化最前線 （1 9 9 8 年

1 1 月 3 0 日ェ ヌ テ ィ一 . エ ス社発行）」の第 2 編第 2 章 「電極材料」 （

1 2 3 〜 1 6 6 頁）に詳細に記載されており、正孔注入層 3 a と電子注入層

3 e とがある。

[0142] 注入層は、必要に応 じて設けることができる。正孔注入層 3 a であれば、

アノー ドと発光層 3 c 又は正孔輸送層 3 b の間、電子注入層 3 e であれば力

ソ一 ドと発光層 3 c 又は電子輸送層 3 d との間に存在させても良い。

[0143] 正孔注入層 3 a は、特開平 9 _ 4 5 4 7 9 号公報、同 9 — 2 6 0 0 6 2 号

公報、同 8 — 2 8 8 0 6 9 号公報等にもその詳細が記載されており、具体例

として、銅 フタロシアニンに代表されるフタロシアニン層、酸化バナジウム

に代表される酸化物層、 アモル フ ァス 力一ボン層、ポ リア二 リン （ェメラル

デ ィン）やポ リチォフェン等の導電性高分子を用いた高分子層等が挙げられ

る。

[0144] 電子注入層 3 e は、特開平 6 — 3 2 5 8 7 1 号公報、同 9 — 1 7 5 7 4 号

公報、同 1 0 — 7 4 5 8 6 号公報等にもその詳細が記載されており、具体的

にはス トロンチウ厶ゃアル ミニウム等に代表される金属層、 フッ化力 リゥ厶

に代表されるアルカ リ金属ハラィ ド層、 フッ化マグネシウムに代表されるァ

ルカ リ土類金属化合物層、酸化モ リプデンに代表される酸化物層等が挙げら

れる。本発明に係る電子注入層 3 e はごく薄い膜であることが望 ま しく、素

材にもよるがその層厚は 1 n m〜 1 0 斗 mの範囲が好ま しい。

[0145] ( 3 ) 正孔輸送層

正孔輸送層 3 b は、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料か らな り、

広い意味で正孔注入層 3 a 、電子阻止層も正孔輸送層 3 b に含 まれる。正孔

輸送層 3 b は単層又は複数層設けることができる。

[0146] 正孔輸送材料 としては、正孔の注入又は輸送、電子の障壁性のいずれかを



有するものであり、有機物、無機物のいずれであっても良い。例えば、 トリ

ァゾ一ル誘導体、ォキサジァゾ一ル誘導体、イミダゾ一ル誘導体、ポ リアリ

—ルアルカン誘導体、 ビラゾリン誘導体及びビラゾロン誘導体、フエ二レン

ジァミン誘導体、ァリ一ルァミン誘導体、ァミノ置換カルコン誘導体、ォキ

サゾ一ル誘導体、スチリルアン トラセン誘導体、フルォレノン誘導体、 ヒド

ラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、ァニリン系共重合体、

また、導電性高分子ォ リゴマ一、特にチォフェンォ リゴマ一等が挙げられる

[0147] 正孔輸送材料としては、上記のものを使用することができるが、ポルフィ

リン化合物、芳香族第 3 級ァミン化合物及びスチリルアミン化合物、特に芳

香族第 3 級ァミン化合物を用いることが好ましい。

[0148] 芳香族第 3 級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例としては、

N , N , N ' ，N ' —テ トラフェニル_ 4 ，4 ' —ジァミノフエニル ；N，

N ' —ジフエニル一N，N ' —ビス （3 —メチルフエニル）_ 〔1， _

ビフエ二ル〕一 4 ，4 ' —ジァミン （T P D ) ; 2 ，2 — ビス （4 —ジ一 p

- 卜リルアミノフエニル）プロパン ；1， 1 _ ビス （4 _ ジ一 p — 卜リルァ

ミノフエニル）シクロへキサン ；N，N，N ' ，N ' —テ トラ一 p _ トリル

_ 4 ，4 ' —ジアミノビフエニル ；1， 1 _ ビス （4 —ジ_ p _ トリルアミ

ノフエ二ル）_ 4 _ フエニルシクロへキサン ；ビス （4 —ジメチルァミノ一

2 _ メチルフエニル）フエニルメタン ；ビス （4 _ ジ一 p — 卜リルアミノフ

ェニル）フエニルメタン ；N，N ' —ジフエニル一N，N ' —ジ （4 —メ 卜

キシフエニル）_ 4 ，4 ' —ジアミノビフエニル ；N，N，N ' ，N ' —テ

トラフェニル_ 4 ，4 ' —ジアミノジフエ二ルェ一テル ；4 ，4 ' —ビス （

ジフエニルァミノ）クオ一 ドリフエニル ；N，N，N _ トリ （p _ トリル）

ァミン ；4 _ (ジ_ p _ トリルァミノ）一 4 ' - 4 - (ジ_ p _ トリルァ

ミノ）スチリル〕スチルベン ；4 _ N，N —ジフエニルァミノ一 （2 —ジフ

ェニルビニル）ベンゼン ；3 —メ トキシ一 4 ' - N , N —ジフエニルァミノ

スチルベンゼン ；N —フエ二ルカルバゾ一ル、さらには米国特許第 5 ，0 6



1 , 5 6 9 号明細書に記載されている2 個の縮合芳香族環を分子内に有する

もの、例えば、 4 ，4 ' —ビス 〔N _ ( 1 —ナフチル）—N —フエニルアミ

ノ〕ビフエニル （N P D ) 、特開平 4 —3 0 8 6 8 8 号公報に記載されてい

る 卜リフエニルァミンュニッ卜が三つスターバース 卜型に連結された4 ，4

' ，4 " — 卜リス 〔N _ ( 3 —メチルフエニル）一 N —フエニルァミノ〕 卜

リフエニル ァミン （M T D A T A ) 等が挙げられる。

[0149] さらにこれらの材料を高分子鎖に導入 した、又はこれらの材料を高分子の

主鎖とした高分子材料を用いることもできる。また、 p 型 _ S i 、 p 型 _ S

i C 等の無機化合物も正孔注入材料、正孔輸送材料として使用することがで

きる。

[01 50] また、特開平 1 1 —2 5 1 0 6 7 号公報、 J . H u a n g e t . a I .

，A p p l i e d P h y s i c s L e t t e r s , 8 0 ( 2 0 0 2 ) ,

p . 1 3 9 に記載されているようないわゆる、 p 型正孔輸送材料を用いるこ

ともできる。本発明においては、より高効率の発光素子が得 られることから

、これらの材料を用いることが好ましい。

[01 5 1 ] 正孔輸送層 3 b は、上記正孔輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコ

— 卜法、キャス ト法、インクジェット法を含む印刷法、 L B法等の公知の方

法により、薄膜化することにより形成することができる。正孔輸送層 3 b の

層厚については特に制限はないが、通常は 5 n m 〜5 m 程度、好ましくは

5 〜2 0 0 n mである。この正孔輸送層 3 b は、上記材料の 1種又は 2 種以

上からなる 1層構造であっても良い。

[01 52] また、正孔輸送層 3 b の材料に不純物を ド一プして p 性を高くすることも

できる。その例としては、特開平 4 —2 9 7 0 7 6 号公報、特開 2 0 0 0 —

1 9 6 1 4 0 号公報、同 2 0 0 1 — 1 0 2 1 7 5 号公報、 J A p p に P

h y s . ，9 5 ，5 7 7 3 ( 2 0 0 4 ) 等に記載されたものが挙げられる。

[01 53] このように、正孔輸送層 3 b の p 性を高くすると、より低消費電力の素子

を作製することができるため好ましい。

[01 54] ( 4 ) 電子輸送層



電子輸送層 3 d は、電子を輸送する機能 を有する材料か らな り、広い意味

で電子注入層 3 e 、正孔阻止層 （図示略） も電子輸送層 3 d に含 まれる。電

子輸送層 3 d は単層構造又は複数層の積層構造 と して設 けることがで きる。

[01 55] 単層構造の電子輸送層 3 d 、及び、積層構造の電子輸送層 3 d において、

発光層 3 c に隣接する層部分 を構成する電子輸送材料 （正孔阻止材料 を兼ね

る） と しては、 力ソー ドよ り注入された電子を発光層 3 c に伝達する機能 を

有 していれば良い。 このような材料 と しては従来公知の化合物の中か ら任意

のものを選択 して用いることがで きる。例 えば、ニ トロ置換 フルオ レン誘導

体、 ジフエ二ルキノン誘導体、チォ ピランジオキシ ド誘導体、 カルポジイミ

ド、 フ レオ レニ リデ ンメタン誘導体、 アン トラキノジメタン、 アン トロン誘

導体及びォキサジァゾ一ル誘導体等が挙 げ られる。 さ らに、上記ォキサジァ

ゾ一ル誘導体 において、ォキサジァゾ一ル環の酸素原子を硫黄原子に置換 し

たチアジアゾ一ル誘導体、電子吸引基 と して知 られているキノキサ リン環 を

有するキノキサ リン誘導体 も、電子輸送層 3 d の材料 と して用いることがで

きる。 さ らにこれ らの材料 を高分子鎖 に導入 した、又はこれ らの材料 を高分

子の主鎖 と した高分子材料 を用いることもで きる。

[01 56] また、 8 _ キ ノ リノール誘導体の金属錯体、例 えば、 卜リス （8 —キノ リ

ノール）アル ミニウム （A I q 3 ) 、 卜リス （5 ， 7 —ジクロ口_ 8 —キノ リ

ノール）アル ミニウム、 卜リス （5 ， 7 —ジプロモ一 8 _ キ ノ リノール）ァ

ル ミ二ゥ厶、 卜リス （2 _ メチル _ 8 _ キ ノ リノ一ル）アル ミニウム、 トリ

ス （5 _ メチル _ 8 _ キ ノ リノール）アル ミニウム、 ビス （8 —キノ リノ一

ル）亜鉛 （Z n q ) 等、及び これ らの金属錯体の中心金属が I n 、 M g 、 C

u 、 C a 、 S n 、 G a 又 は P b に置 き替わ った金属錯体 も、電子輸送層 3 d

の材料 と して用いることがで きる。

[01 57] その他、 メタル フ リー若 しくはメタル フタロシアニン、又はそれ らの末端

がアルキル基ゃスルホ ン酸基等で置換 されているものも、電子輸送層 3 d の

材料 と して好 ま しく用いることがで きる。 また、発光層 3 c の材料 と しても

例示 されるジスチ リル ビラジン誘導体 も電子輸送層 3 d の材料 と して用いる



ことがで きる し、正孔注入層 3 a 、正孔輸送層 3 b と同様 に n 型 — S i 、 n

型 — S i C 等の無機半導体 も電子輸送層 3 d の材料 と して用いることがで き

る。

[01 58] 電子輸送層 3 d は、上記材料 を、例 えば、真空蒸着法、ス ピンコー ト法、

キャス ト法、 インクジェッ ト法 を含む印刷法、 L B 法等の公知の方法 によ り

、薄膜化することによ り形成することがで きる。電子輸送層 3 d の層厚 につ

いては特 に制限はないが、通常は 5 n m 〜 5 m 程度、好 ま しくは 5 〜 2 0

0 n m である。電子輸送層 3 d は上記材料の 1 種又は 2 種以上か らなる 1 層

構造であ っても良い。

[01 59] また、電子輸送層 3 d に不純物 を ド一プ し、 n 性 を高 くすることもで きる

o その例 と しては、特開平 4 — 2 9 7 0 7 6 号公報、 同 1 0 — 2 7 0 1 7 2

号公報、特開 2 0 0 0 _ 1 9 6 1 4 0 号公報、 同 2 0 0 1 — 1 0 2 1 7 5 号

公報、 J . A p p に P h y s . ， 9 5 ， 5 7 7 3 ( 2 0 0 4 ) 等 に記載 さ

れたものが挙 げ られる。 さ らに電子輸送層 3 d には、 カ リウムやカ リウム化

合物な どを含有 させ ることが好 ま しい。 カ リウム化合物 と しては、例 えば、

フッ化力 リゥ厶等 を用いることがで きる。 このように電子輸送層 3 d の n 性

を高 くすると、 よ り低消費電力の素子を作製 することがで きる。

[01 60] また電子輸送層 3 d の材料 （電子輸送性化合物） と して、上述 した下地層

1 a を構成する材料 と同様のものを用いても良い。 これは、電子注入層 3 e

を兼ねた電子輸送層 3 d であ っても同様であ り、上述 した下地層 1 a を構成

する材料 と同様のものを用いても良い。

[01 6 1 ] ( 5 ) 阻止層 （正孔阻止層、電子阻止層）

阻止層は、有機機能層 3 と して、上記各機能層の他 に、更に設 け られてい

ても良い。例 えば、特開平 1 1 — 2 0 4 2 5 8 号公報、 同 1 1 — 2 0 4 3 5

9 号公報、及び 「有機 E L 素子 とその工業化最前線 （1 9 9 8 年 1 1 月 3 0

日ェヌ テ ィ一 エス社発行）」の 2 3 7 頁等 に記載 されている正孔阻止 （

ホ一ル プロック）層がある。

[01 62] 正孔阻止層 とは、広い意味では、電子輸送層 3 d の機能 を有する。正孔阻



止層は、電子を輸送する機能 を有 しつつ正孔 を輸送する能力が著 しく小 さい

正孔阻止材料か らな り、電子を輸送 しつつ正孔 を阻止することで電子 と正孔

の再結合確率 を向上 させ ることがで きる。 また、後述する電子輸送層 3 d の

構成 を必要 に応 じて、本発明に係 る正孔阻止層 と して用いることがで きる。

正孔阻止層は、発光層 3 c に隣接 して設 け られていることが好 ま しい。

[01 63] —方、電子阻止層 とは、広い意味では、正孔輸送層 3 b の機能 を有する。

電子阻止層は、正孔 を輸送する機能 を有 しつつ電子を輸送する能力が著 しく

小 さい材料か らな り、正孔 を輸送 しつつ電子を阻止することで電子 と正孔の

再結合確率 を向上 させ ることがで きる。 また、後述する正孔輸送層 3 b の構

成 を必要 に応 じて電子阻止層 と して用いることがで きる。本発明に係 る正孔

阻止層の層厚 と しては、好 ま しくは 3 〜 1 0 0 n m であ り、 さ らに好 ま しく

は 5 〜 3 0 n m である。

[01 64] < 第二電極 （対向電極）>

第二電極 5 a は、有機機能層 3 に電子を供給するカソ一 ドと して機能する

電極膜であ り、金属、合金、有機又は無機 の導電性化合物、及び これ らの混

合物が用い られる。具体的には、 アル ミニウム、銀、マグネシウム、 リチウ

厶、マグネシウム 銅混合物、マグネシウム 銀混合物、マグネシウム ァ

ル ミニゥ厶混合物、マグネシウム/ インジウム混合物、 インジウム、 リチウ

厶/ アル ミニウム混合物、希土類金属、 I T 〇、 Z n 〇、 T i 〇 2、 S n 0 2

等の酸化物半導体等が挙 げ られる。

[01 65] 第二電極 5 a は、 これ らの導電性材料 を蒸着やスパ ッタ リング等の方法 に

よ り薄膜 を形成 させ ることによ り作製 することがで きる。 また、第二電極 5

a と してのシ一 卜抵抗 は、数百 Ω 口以下が好 ま しく、層厚 は通常 5 n m 〜

5 斗m の範囲内、好 ま しくは 5 〜 2 0 0 n m の範囲内で選ばれる。

[01 66] なお、 この有機 E L 素子 1 0 が、第二電極 5 a 側 か らも発光光 h を取 り出

すものである場合であれば、上述 した導電性材料の うち光透過性の良好な導

電性材料 を選択 して第二電極 5 a を構成すれば良い。

[01 67] < 取 リ出 し電極 >



取 り出 し電極 1 6 は、第一電極 1 と外部電源 とを電気的に接続するもので

あ って、その材料 と しては特 に限定されるものではな く公知の素材 を好適 に

使用で きるが、例 えば、 3 層構造か らなるM A M 電極 （M o / A I N d 合

金 / M o ) 等の金属膜 を用いることがで きる。

[01 68] < 補助 電極 >

補助電極 1 5 は、第一電極 1 の抵抗 を下げる目的で設 けるものであ って、

第一電極 1 の電極層 1 b に接 して設 け られる。補助電極 1 5 を形成する材料

は、金、 白金、銀、銅、 アル ミニウム等の抵抗が低 い金属が好 ま しい。 これ

らの金属は光透過性が低 いため、光取 り出 し面 1 3 a か らの発光光 h の取 り

出 しの影響のない範囲でパターン形成 される。

[01 69] このような補助電極 1 5 の形成方法 と しては、蒸着法、スパ ッタ リング法

、印刷法、 インクジェッ ト法、エアロゾルジェッ ト法等が挙 げ られる。補助

電極 1 5 の線幅は、光 を取 り出す開口率の観点か ら 5 O m 以下であること

が好 ま しく、補助電極 1 5 の厚 さは、導電性の観点か ら 1 斗 m 以上であるこ

とが好 ま しい。

[01 70] < 封止材 >

封止材 1 7 は、有機 E L 素子 1 0 を覆 うものであ って、板状 （フイルム状

) の封止部材で接着剤 1 9 によって基板 1 3 側 に固定されるものであ っても

良 く、 また、封止膜であ っても良い。 このような封止材 1 7 は、有機 E L 素

子 1 0 における第一電極 1 及び第二電極 5 a の端子部分 を露出させ、少な く

とも有機機能層 3 を覆 う状態で設 け られている。 また、封止材 1 7 に電極 を

設 け、有機 E L 素子 1 0 の第一電極 1 及び第二電極 5 a の端子部分 と、 この

電極 とを導通 させ るように構成 されていても良い。

[01 7 1 ] 板状 （フイルム状）の封止材 1 7 と しては、具体的には、 ガラス基板、ポ

リマ一基板、金属基板等が挙 げ られ、 これ らの基板材料 をさ らに薄型のフィ

ル厶状 に して用いても良い。 ガラス基板 と しては、特 にソ一ダ石灰ガラス、

バ リウム ス トロンチウム含有 ガラス、鉛 ガラス、 アル ミノケィ酸 ガラス、

ホ ウケィ酸 ガラス、バ リウムホ ウケィ酸 ガラス、石英等 を挙 げることがで き



る。 また、ポ リマ一基板 と しては、ポ リ力一ボネ一 卜、 アク リル、ポ リェチ

レンテ レフタ レ一 卜、ポ リエーテルサル ファイ ド、ポ リサル フォン等 を挙 げ

ることがで きる。金属基板 と しては、ステ ン レス、鉄、銅、 アル ミニウム、

マグネシゥ厶、ニ ッケル、亜鉛、 クロム、チタン、 モ リプデ ン、 シ リコン、

ゲルマニウム及びタンタルか らなる群か ら選ばれる 1 種以上の金属又は合金

か らなるものが挙 げ られる。

[01 72] 中で も、素子を薄膜化で きるということか ら、封止材 1 7 と してポ リマ一

基板や金属基板 を薄型のフイルム状 に したものを好 ま しく使用することがで

きる。

[01 73] さ らには、 フイルム状 と したポ リマ一基板 は、 J I S K 7 1 6 - 1

9 8 7 に準拠 した方法で測定された酸素透過度が 1 Χ 1 0 - 3 m l ( m 2 - 2

4 h a t m ) 以下、 J I S K 7 1 9 - 1 9 9 に準拠 した方法で測

定された水蒸気透過度 （2 5 ± 0 . 5 °C、相対湿度 （9 0 ± 2 ) % R H ) が

、 1 X 1 0 - 3 g ( m 2 2 4 h ) 以下のものであることが好 ま しい。

[01 74] また、以上のような基板材料 は、凹板状 に加工 して封止材 1 7 と して用い

ても良い。 この場合、上述 した基板部材 に対 して、サ ン ドプラス ト加工、ィ匕

学エ ッチング加工等の加工が施 され、凹状が形成 される。

[01 75] また、 このような板状の封止材 1 7 を基板 1 3 側 に固定するための接着剤

1 9 は、封止材 1 7 と基板 1 3 との間に挟持 された有機 E L 素子 1 0 を封止

するためのシール剤 と して用い られる。 このような接着剤 1 9 は、具体的に

は、 ァク リル酸系ォ リゴマ一、 メタク リル酸系ォ リゴマ一の反応性 ビニル基

を有する光硬化及び熱硬化型接着剤、 2 _ シァノアク リル酸エステル等の湿

気硬化型等の接着剤 を挙 げることがで きる。

[01 76] また、 このような接着剤 1 9 と しては、エポキシ系等の熱及び化学硬化型

(二液混合）を挙 げることがで きる。 また、ホ ッ トメル ト型のポ リアミ ド、

ポ リエステル、ポ リオ レフインを挙 げることがで きる。 また、 カチオ ン硬化

タイプの紫外線硬化型エポキシ樹脂接着剤 を挙 げることがで きる。

[01 77] なお、有機 E L 素子 1 0 を構成する有機材料 は、熱処理 によ り劣化する場



合がある。 このため、接着剤 1 9 は、室温か ら 8 0 °C までに接着硬化で きる

ものが好 ま しい。 また、接着剤 1 9 中に乾燥剤 を分散 させておいても良い。

[01 78] 封止材 1 7 と基板 1 3 との接着部分への接着剤 1 9 の塗布 は、市販のデ ィ

スペ ンザ一を使 っても良い し、スク リーン印刷のように印刷 しても良い。

[01 79] また、板状の封止材 1 7 と基板 1 3 と接着剤 1 9 との間に隙間が形成 され

る場合、 この間隙には、気相及び液相では、窒素、 アル ゴン等の不活性気体

ゃ フッ化炭化水素、 シ リコ ンオイルのような不活性液体 を注入することが好

ま しい。 また、真空 とすることも可能である。 また、 内部 に吸湿性化合物 を

封入することもで きる。

[01 80] 吸湿性化合物 と しては、例 えば、金属酸化物 （例 えば、酸化ナ トリウム、

酸化カ リウム、酸化カルシウム、酸化バ リウム、酸化マグネシウム、酸化 ァ

ル ミニゥ厶等）、硫酸塩 （例 えば、硫酸ナ トリウム、硫酸 カルシウム、硫酸

マグネシウム、硫酸 コバル ト等）、金属ハ ロゲン化物 （例 えば、塩化カルシ

ゥ厶、塩化マグネシウム、 フッ化セシウム、 フッ化タンタル、臭化セ リウム

、臭化マグネシウム、 ヨウ化バ リウム、 ヨウ化マグネシウム等）、過塩素酸

類 （例 えば、過塩素酸バ リウム、過塩素酸マグネシウム等）等が挙 げ られ、

硫酸塩、金属ハ ロゲン化物及び過塩素酸類 においては無水塩が好適 に用い ら

れる。

[01 8 1 ] —方、封止材 1 7 と して封止膜 を用いる場合、有機 E L 素子 1 0 における

有機機能層 3 を完全 に覆 い、かつ有機 E L 素子 1 0 における第一電極 1 及び

第二電極 5 a の端子部分 を露出させ る状態で、基板 1 3 上 に封止膜が設 け ら

れる。

[01 82] このような封止膜 は、無機材料や有機材料 を用いて構成 される。特 に、水

分や酸素等、有機 E L 素子 1 0 における有機機能層 3 の劣化 をもた らす物質

の浸入を抑制する機能 を有する材料で構成 されることとする。 このような材

料 と して、例 えば、酸化ケィ素、二酸化ケイ素、窒化ケィ素等の無機材料が

用い られる。更に、封止膜の脆弱性 を改良するために、 これ ら無機材料か ら

なる膜 とともに、有機材料か らなる膜 を用いて積層構造 と しても良い。



[01 83] これ らの膜の形成方法 については、特 に限定はな く、例 えば、真空蒸着法

、スパ ッタ リング法、反応性スパ ッタ リング法、分子線エ ピタキシー法、 ク

ラスタ一イオ ンビ一厶法、 イオ ンプ レーテ ィング法、 プラズマ重合法、大気

圧 プラズマ重合法、 プラズマ C V D 法、 レーザ一 C V D 法、熱 C V D 法、 コ

—テ ィング法等 を用いることがで きる。

[01 84] < 保護膜、保護板 >

なお、 ここでの図示は省略 したが、基板 1 3 との間に有機 E L 素子 1 0 及

び封止材 1 7 を挟んで保護膜又は保護板 を設 けても良い。 この保護膜又は保

護板 は、有機 E L 素子 1 0 を機械 的に保護するためのものであ り、特 に封止

材 1 7 が封止膜である場合 には、有機 E L 素子 1 0 に対する機械 的な保護が

十分ではないため、 このような保護膜又は保護板 を設 けることが好 ま しい。

[01 85] 以上のような保護膜又は保護板 は、 ガラス板、ポ リマ 一板、 これよ りも薄

型のポ リマ一フイルム、金属板、 これよ りも薄型の金属 フイルム、又はポ リ

マ 一材料膜や金属材料膜が適用される。 この うち、特 に、軽量かつ素子の薄

膜化 という観点か らポ リマ 一 フ イル ム を用いることが好 ま しい。

実施例

[01 86] 以下、実施例 を挙 げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれ らに限

定されるものではない。

[01 87] [ 実施例 1 ]

《有機 E L 素子 1 0 1 の作製》

< 発光パターンを有する有機 E L 素子 1 0 1 の作製 >

ポ リシラザ ンと有機層 （応力緩和層）を積層 したガスバ リア層 を有する厚

さ 7 5 m の P E T ( コスモシャインA 4 3 0 0 東洋紡製）の透明樹脂基

板上 に、真空蒸着装置内で、下記構造式で表 される含窒素化合物 N — 1 を 2

5 n m の厚 さで成膜後、マスクを使用 して陽極 と して銀 を 1 O n m の厚 さで

成膜 した。なお、透明樹脂基板のガスバ リア層は、特開 2 0 1 2 — 5 9 9 号

公報の実施例 1 におけるバ リアフイルム試料 1 と同様 に して形成 した。

[01 88] 更 に、蒸着用るつぼの各 々に、正孔注入材料 と して C u P c (銅 フタロシ



ァニン）、正孔輸送材料 と して _ Ν P D 、青色発光層のホス ト化合物 と し

て D P V B i 、青色発光層の ド一パ ン 卜と して F l r ( p i c ) 緑色発光

層のホス ト化合物 と して C B P 、緑色発光層の ド一パ ン トと して I r ( p p

y ) 3 、赤色発光層の ド一パ ン トと して I r ( p i q ) 3、正孔阻止材料 と し

て B A I q 、 電子輸送材料 と して A I q 3、電子注入材料 と して L i F を各 々

素子作製 に最適の量 を充填 した。蒸着用るつぼはモ リプデ ン製又はタングス

テ ン製抵抗加熱用材料で作製 されたものを用いた。

[01 89] N _ 1 、 C u P c 、 _ N P D 、 D P V B i 、 F l r ( p i c ) C B P

、 l r ( p p y ) 3、 l r ( p i q ) 3、 B A I q 、 A I q 3 をそれぞれ以下に

示す。

[01 90]



[ 化 1]

次 いで、真空度 4 X 1 0 - 4 P a まで減圧 した後、 C u P c の入 った前記蒸

着用るつぼに通電 して加熱 し、 C u P c を蒸着速度 0 . 1 n m 秒 で樹脂基



板の I T O電極側に蒸着 し、層厚 1 5 n mの正孔注入層を設けた。

[01 92] 次いで、 _ N P Dの入った前記蒸着用るつぼに通電 して加熱 し、 _ Ν

を蒸着速度 0 . 1 n m 秒で正孔注入層上に蒸着 し、層厚 2 5 n mの正

孔輸送層を設けた。

[01 93] 次いで、 3 質量％の「 I r ( p i c ) とD P V B i の入った前記蒸着用る

つぼに通電 して加熱 し、 F l r ( p i c ) とD P V B i とを合計の蒸着速度

0 . 1 n m 秒で正孔輸送層上に共蒸着 し、層厚 1 5 n mの青色発光層を設

けた。

[01 94] 次いで、C B P の入った前記蒸着用るつぼに通電 して加熱 し、C B P を蒸

着速度 0 . 1 n m 秒で青色発光層上に蒸着 し、層厚 5 n mの第 1 中間層を

設けた。

[01 95] 次いで、 5 質量％の I r ( p p y ) 3 とC B P の入った前記蒸着用るつぼに

通電 して加熱 し、 I r ( p p y ) 3 とC B P とを合計の蒸着速度 0 . 1 n m

秒で第 1 中間層上に共蒸着 し、層厚 1 0 n mの緑色発光層を設けた。

[01 96] 次いで、C B P の入った前記蒸着用るつぼに通電 して加熱 し、C B P を蒸

着速度 0 . 1 n m 秒で緑色発光上に蒸着 し、層厚 5 n mの第 2 中間層を設

けた。

[01 97] 次いで、 8 質量％の I r ( p i q ) 3 とC B P の入った前記蒸着用るつぼに

通電 して加熱 し、 I r ( p i q ) 3 とC B P とを合計の蒸着速度 0 . 1 n m

秒で第 2 中間層上に共蒸着 し、層厚 1 0 n mの赤色発光層を設けた。

[01 98] 次いで、 B A I q の入った前記蒸着用るつぼに通電 して加熱 し、 B A I q

を蒸着速度 0 . 1 n m 秒で赤色発光層上に蒸着 し、層厚 1 5 n mの正孔阻

止層を設けた。

[01 99] 次いで、 A I q 3の入った前記蒸着用るつぼに通電 して加熱 し、 A I q 3を

蒸着速度 0 . 1 n m 秒で正孔阻止層上に蒸着 し、層厚 3 0 n mの電子輸送

層を設けた。

[0200] 更に、 L i F の入った前記蒸着用るつぼに通電 して加熱 し、 L i F を蒸着

速度 0 . 1 n m 秒で電子輸送層上に蒸着 し、層厚 1 n mの電子注入層を設



けた。 このように して有機機能層を形成 した。

[0201 ] 最後 に、アル ミニウムを電子注入層上に蒸着 し、層厚 1 1 O n mの陰極 を

設け、有機 E L 素子を作製 した。

[0202] そ して、前記蒸着面側を厚さ 3 0 O mのエポキシ樹脂で覆 って封止材 と

し、更に、厚さ 1 2 mのアル ミニウム箔で覆 って保護膜 とした後、硬化さ

せた。 ここまでの操作は全て、素子を大気に接触させることな く、窒素雰囲

気下のグローブボ ックス （純度 9 9 . 9 9 9 % 以上の高純度窒素ガスの雰囲

気下）内で行 った。

[0203] 樹脂基板の上記各層が設けられている側 と反対側の面上に、パターンマス

ク及び紫外線吸収フィルター （五鈴精ェ硝子株式会社製）を配置 した状態で

減圧密着 し、 U V テスタ一 （岩崎電気株式会社製、 S U V —W 1 5 1 ：1 0

O mW c m 2 ) を用いて、樹脂基板側か ら紫外線を 3 時間照射 し、パターン

化 した。

[0204] 紫外線吸収フィルタ一は、 3 2 0 n m以下の波長成分の光透過率が 5 0 %

以下のもの （カツ 卜波長 ：3 2 0 n m ) を用いた。 このように して有機 E L

素子 1 0 1 を作製 した。

[0205] < 発光パターンを有する有機 E L 素子 4 の作製 >

上記のように作製 した有機 E L 素子 1 0 1 の発光領域サイズ 9 3 X 9 3 m

mの部分に段階的に濃度を変化させたスケールを用いて、 U V テスタ一 （岩

崎電気株式会社製、 S U V —W 1 5 1 ：1 0 0 mW c m 2 ) の光量を変化さ

せて光照射 し、発光輝度が変化 しているスケールの発光輝度をコニカミノル

タ社製 2 次元色彩輝度計 C A _ 2 0 0 0 で測定 し、有機 E L 素子に与えた照

射相対光量 とパターン化後の発光輝度の関係を示す検量線を求めた。

[0206] 次 に s R G B 色空間での鑑賞を前提 とした、 R G B それぞれ 8 ビッ トの信

号値を有する人物画像を用いて画像信号の変換を行 った。

[0207] まず信号値は、 I E C 6 1 9 6 6 - 2 - 1 の規格に従 って画像の信号値

を三刺激値 Y に変換 し、 この常用対数値を用いて、原画像の信号値 と明るさ

の関係を求めた。



[0208] 次 に原画像 の信号値 A か ら導 かれる I o g Y Aが、 あ らか じめ作成 したハ イ

ライ 卜部 とシャ ドウ部 とに直線部 の階調 の傾 きよ り低 い軟調 な部分 を有 する

表 1 の 〇 L E D 4 で示 される特性 を有 する調子再現 曲線で定め られる発光輝

度 を与 えることがで きるよう、検量線か ら露光量 を読み取 り、 この露光量 を

与 えるデジタルデータ B を求め、デジタルデータ A を B に変換 する。 これを

、全 てのデータについて行 い変換テ 一 プル （L U T ) を得 た。 この とき三 刺

激値 Y が 1 0 0 ( I o g Y = 2 ) の とき有機 E L 素子の発光量が最大 となる

ように してハ イライ 卜側 の情報 を失わないようにするとともに、照射相対光

量 と三 刺激値 Υ の値 を関連付 けた。

[0209] このように して信号値 をもとのデータか ら変換 したデータを基 に、検量線

を作製 した ときと同 じ条件 で紫外線 を照射 してパ ター ン化 を行 い、発光バ タ

— ンを有 する有機 E L 素子 4 を作製 した。

[021 0] < 発光パ ター ン を有 する有機 E L 素子 5 〜 7 の作製 >

発光パ ター ン を有 する有機 E L 素子 4 と同様 に して、表 1 に示 した特性 を

有 する調子再現 曲線 を用いてパ ター ン化 を行 い、発光パ ター ン を有 する有機

E L 素子 5 〜 7 を作製 した。 直線部 については、 その変動 が表 に示 されてい

る値 になるよう、調子再現 曲線の直線部 を変化 させてパ ター ン化 を行 った。

[021 1 < 発光パ ター ン を有 する有機 E L 素子 1 〜 3 の作製 >

発光パ ター ン を有 する有機 E L 素子 1 では調子再現 曲線 による階調調整 は

行わず、単 に R G Β のデータを明暗 を逆転 させて用いた。

[021 2] 発光パ ター ン を有 する有機 E L 素子 4 と同様 に して、表 1 に示 した特性 を

有 する調子再現 曲線 を用いてパ ター ン化 を行 い、発光パ ター ン を有 する比較

の有機 E L 素子 2 及び有機 E L 素子 3 を作製 した。 なお以下の実施例 では発

光パ ター ン を有 する有機 E L 素子 を、 O L E D と略記 した。

[021 3] 実施例 1 に用いた調子再現 曲線の直線部 の存在の有無、 直線部 の " 、ハ イ

ライ ト部 の アト シャ ドウ部 の ァ5、最高発光輝度、最低輝度 のそれぞれの値

及び コ ン トラス トを表 1 に示す。 なお、調子再現 曲線の横軸 の対数単位で 0

. 1 毎 に階調 の傾 きを測定 し、 その最大の変動 を、 直線部 の算術平均値 に対



して、変動の大 きさを相対値 （± % ) と して変動の大 きさを示 した。

[02 14 ] 表 1 において、 * 1 は最高発光輝度 と最低輝度の比の コ ン トラス 卜が低 く

、本発明における直線部 を有 しないものであ った。

[02 15 ] さ らに、 このように して作製 した発光パター ン を有する有機 E L 素子の階

調 は、それぞれ、あ らか じめ作成 した調子再現曲線 と同 じ階調 を有する発光

パター ンであることを確認 した。

[02 16 ] [ 表 1 ]

[02 17 ] 得 られた人物画像がパター ン化 された 〇 L E D 1 か ら 7 の発光画像 を被験

者 1 0 名で観察 し主観評価実験 を行 った。発光画像の階調特性 と して好 ま し

くないものを 1 、好 ま しいもの 5 と し 5 段階評価 を行 つた。 1 0 人の被験者

の平均 ラ ン ク を表 2 に示す。

[02 18 ] [ 表 2 ]

[02 19 ] 表 2 か ら本発明の 〇 L E D 4 7 は階調特性が優れていることが分かる。

[0220] [ 実施例 2 ]

実施例 1 と同様の有機 E L 素子、手法 を用いて s R G B 色空間での鑑賞を

前提 と した、 R G B それぞれ 8 ビッ 卜の信号値 を有する風景画像の出力を行

つた。

[022 1 ] 実施例 2 に用いた調子再現曲線の直線部の存在の有無、直線部の ァ ハイ



ライ ト部の アト シャ ドウ部の ァ5、最高発光輝度、最低輝度のそれぞれの値

及び コン トラス 卜を表 3 に示す。

[0222] < 発光パター ン を有する有機 E L 素子 8 〜 1 3 の作製 >

実施例 1 の発光パター ン を有する有機 E L 素子 4 の作製 と同様 に して、発

光パター ン を有する有機 E L 素子 8 〜 1 3 を作製 した。

[0223] また このように して作製 した発光パター ン を有する有機 E L 素子の階調 は

、それぞれ、あ らか じめ作成 した調子再現曲線 と同 じ階調 を有する発光バタ

— ンであることを確認 した。

[0224] [ 表 3 ]

[0225] 実施例 1 と同様 に被験者 1 0 名で観察 し主観評価実験 を行 った。平均 ラ ン

クを表 4 に示す。

[0226] [ 表 4 ]

[0227] 表 4 か ら本発明の 〇 L E D 1 0 〜 1 3 は階調特性が優れていることが分か

る。

産業上の利用可能性

[0228] 本発明の有機 エ レク トロル ミネ ッセンス素子の製造方法 によ り、階調特性

の優れた発光パターンを有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方

法 を提供することがで きる。



符号の説明

1 第一電極

a 下地層

1 b 電極層

3 有機機能層

3 a 正孔注入層

3 b 正孔輸送層

3 c 発光層

3 d 電子輸送層

3 e 電子注入層

5 a 第二電極

1 0 有機 E L 素子

1 3 基板

1 3 a 光取 り出 し面

1 5 補助電極

1 6 取 り出 し電極

1 7 封止材

接着剤

h 発光光

1 0 有機 E L 素子



請求の範囲

少な くとも一対の電極 間に一 つ又は複数の有機機能層 を備 えた有機

エ レク ト口ル ミネ ッセ ンス素子に光照射 して形成する発光パ タ ー ン を

有する有機 エ レク ト口ル ミネ ッセンス素子の製造方法であ って、

パターン化する画像 について、あ らか じめ作成 した、ハイライ ト部 と

シャ ドウ部 と直線部 とか らな り、かつハイライ 卜部 とシャ ドウ部 とに

直線部の階調の傾 きよ り低 い軟調な部分 を有する調子再現曲線 に基づ

き光照射量 を変化 させて、 当該光照射量 に対応 した発光輝度 による階

調 を有する発光パ タ ー ン を形成することを特徴 とする発光パ タ ー ン を

有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方法。

前記調子再現曲線の前記直線部の階調の傾 きが、 0 . 6 〜 2 . 0 の

範囲内であることを特徴 とする請求項 1 に記載の発光パ タ ー ン を有す

る有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の製造方法。

前記発光パ タ ー ン を有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の最

高発光輝度 と最低輝度の比の値が、 1 0 以上であることを特徴 とする

請求項 1 又 は請求項 2 に記載の発光パター ン を有する有機 エ レク トロ

ル ミネ ッセ ンス素子の製造方法。

前記調子再現曲線 における前記ハイライ 卜部の軟調部分が、発光パ

タ ー ン を有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の最高発光輝度か

ら、発光輝度の常用対数 （l o g (発光輝度））単位で、少な くとも

- 0 . 2 0 の範囲内であ り、かつ前記シャ ドウ部の軟調部分が、光パ

タ ー ン を有する有機 エ レク トロル ミネ ッセ ンス素子の最低輝度か ら、

発光輝度の常用対数 （l o g (発光輝度））単位で、少な くとも+ 0

. 2 0 の範囲内であることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項 3 までの

いずれか一項 に記載の発光パターンを有する有機 エ レク トロル ミネ ッ

セ ンス素子の製造方法。

前記光照射 して形成する発光パ タ ー ンが、紫外線 を含む光 を照射 し

て形成する発光パ タ ー ンであることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項



4 までのいずれか一項 に記載の発光パターンを有する有機 エ レク トロ

ル ミネ ッセ ンス素子の製造方法。
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& W0 2012/086349 A 1

c 欄 の続 きに も文 献 が列 挙 され てい る。 パ テ ン トフ ア ミ リー に関す る別紙 を参 照。

* 引用 文献 の カテ ゴ リー の 日の後 に公 表 され た文献
「A 」特 に 関連 の あ る文献 で は な く、一般 的技術 水 準 を示す 「T 」 国際 出願 日又 は優 先 日後 に公 表 され た文 献 で あ って

もの 出願 と矛盾 す るも の で はな く、発 明の原 理 又 は理 論
「E 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 で あ るが 、国際 出願 日 の理解 のた め に引用す るもの

以後 に公 表 され た もの 「X 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 のみ で発 明
「L 」優 先 権 主 張 に疑 義 を提起 す る文 献 又 は他 の文献 の発 行 の新 規性 又 は進 歩性 が ない と考 え られ る もの

日若 し くは他 の特 別 な理 由 を確 立 す るた め に 引用 す 「Y 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 と他 の 1 以
る文 献 （理 由を付す ） 上 の文 献 との 、 当業者 に とって 自明で あ る組 合せ に

「0 」 口頭 に よ る開示 、使 用 、展示 等 に言及 す る文 献 よって進 歩性 が ない と考 え られ る もの
「P 」国際 出願 日前 で、かつ優 先 権 の主 張 の基礎 とな る出願 「& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー文献

国際調 查 を完 ' した 日 国際調 査 報告 の発 送 日
0 4 . 0 8 . 2 0 1 4 1 2 . 0 8 . 2 0 4

国際調 査機 関の名 称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限 の あ る職員 ） 2 Ο 9 1 0 8

日本 国特許 庁 （I S A J P )
濱野 隆

郵 便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京 都 千代 田区霞 が 関三 丁 目4 番 3 号 電話番 号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 1 内線 3 2 7 1

様 式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際出願番号 P C T J P 2 0 1 4 0 6 2 1 5 5

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する

引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

JP 2009-535779 A (エノレジ一ケム リミテ ッ ド） 2009. 10. 01, 1-5
【請求項 1】- 【請求項 25】

& JP 2012-28335 A & US 2009/0079339 Al & EP 2014137 A
& WO 2007/129834 Al & KR 10-2007-0108075 A & CN 101438626 A
& KR 10-2008-0034799 A
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